
公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区
分

応札・応
募者数

部外委託教育の受講（標
的型攻撃　対応・防御ト
レーニング　5日版）

防衛省統合幕僚監部
総務部総務課
会計室長 前田　邦彦
東京都新宿区
市谷本村町5-1

令和8年5月14日
トレノケート株式会社
東京都新宿区西新宿６－８－１住
友不動産新宿オークタワー２０階

7011101057847

本契約は競争に付した結果、予定価格の制
限に達したものがいないことにより再度入
札を行ったが、落札者がいなかったため。
（根拠法令：会計法第29条の3第5項、予決
令第99条の2）

2,227,500 2,227,500 100.00%

部外委託教育の受講（令
和8年度中核人材育成プ
ログラム（第10期：プラ
イマリー～アドバン
ス））

防衛省統合幕僚監部
総務部総務課
会計室長 前田　邦彦
東京都新宿区
市谷本村町5-1

令和8年5月22日
独立行政法人情報処理推進機構
東京都文京区本駒込２丁目２８－
８

5010005007126

本役務の履行にあたっては、独立行政法人
情報処理推進機構が商標登録する「産業サ
イバーセキュリティエキスパート」及び
「Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ Ｃｙｂｅｒ Ｓｅ
ｃｕｒｉｔｙ」の知識技能が必要であり、
公募を実施したが、応募者が契約相手方１
者のみであったため。
（根拠法令：会計法第29条の3第4項）

5,000,000 5,000,000 100.00%

部外委託教育の受講（令
和8年度中核人材育成プ
ログラム（第10期））

防衛省統合幕僚監部
総務部総務課
会計室長 前田　邦彦
東京都新宿区
市谷本村町5-1

令和8年5月22日
独立行政法人情報処理推進機構
東京都文京区本駒込２丁目２８－
８

5010005007126

本役務の履行にあたっては、独立行政法人
情報処理推進機構が商標登録する「産業サ
イバーセキュリティエキスパート」及び
「Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ Ｃｙｂｅｒ Ｓｅ
ｃｕｒｉｔｙ」の知識技能が必要であり、
公募を実施したが、応募者が契約相手方１
者のみであったため。
（根拠法令：会計法第29条の3第4項）

10,000,000 10,000,000 100.00%

統合指揮統制のためのア
ジャイル開発に関する技
術支援

防衛省統合幕僚監部
総務部総務課
会計室長 前田　邦彦
東京都新宿区
市谷本村町5-1

令和8年5月26日
株式会社ＮＴＴデータ
東京都江東区豊洲三丁目３番３号

9010601021385

本契約は競争に付した結果、予定価格の制
限に達したものがいないことにより再度入
札を行ったが、落札者がいなかったため。
（根拠法令：会計法第29条の3第5項、予決
令第99条の2）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

447,260,000 -

空気浄化装置整備交換

防衛省統合幕僚監部
総務部総務課
会計室長 前田　邦彦
東京都新宿区
市谷本村町5-1

令和8年5月27日
住友重機械工業株式会社
東京都品川区大崎２丁目１番１号

9010701005032

当該装置は、当該会社が独自に設計した構
成になっているため、当該会社の保有する
技術情報なしでは技術支援が困難であり、
公募を実施したが、応募者が契約相手方１
者のみであったため。
（根拠法令：会計法第29条の3第4項

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

224,950,000 -

以下余白

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

再就職
の役員
の数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名
称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号又は名称及び住
所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条文
及び理由
（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率


